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会員及び会費等に関する規程 
 

（趣旨） 

第１条 この規程は、一般社団法人白井工業団地協議会（以下「この法人」という。）の

円滑で適正な運営を図るため、この法人の定款（以下「定款」という。）第２章の会員

に関する事項及びその他必要な事項について、定めるものとする。 

（入会対象） 

第２条 この法人の会員は、定款第６条に定める正会員及び賛助会員とし、入会しよう

とする者の条件は、次のとおりとする。 

(1）正会員（この法人の目的に賛同して入会した個人又は団体） 

① 白井工業団地地区又は白井工業団地地区以外の白井市内に本社（店）、支社（店） 

又は営業所等を有している事業者又は個人であること 

② 白井市内に本社（店）、支社（店）又は営業所等を有していないが、主に白井市 

内において事業活動を行っている事業者又は個人であること 

③ この法人の正会員の事業活動に深く関連していて、正会員から推薦のあった事 

業者又は個人であること 

 (2）賛助会員（この法人の事業を賛助するため入会した個人又は団体） 

① 白井工業団地地区又は白井工業団地地区以外の白井市内に本社（店）、支社（店） 

又は営業所等を有している事業者又は個人であること 

② 白井市内に本社（店）、支社（店）又は営業所等を有していないが、白井市内に 

おいて事業活動を行っている事業者又は個人であること 

③ この法人の正会員の事業活動に関連している事業者又は個人であること 

     ④ その他この法人の理事会（以下「理事会」という。）において、特に認めた事業 

者又は個人であること 

（入会） 

第３条 この法人の正会員又は賛助会員として入会しようとする者は、入会申込書（別

記第１号様式）を提出し、理事会の承認を得なければならない。 

２ 前項の承認を得た者は、請求に基づき第４条に定める入会金及び会費（以下「会費

等」という。）を速やかに納入しなければならない。 

３ 前項の規定により会費等の納入があったときは、速やかに会員証を交付する。 

（入会金及び会費） 

第４条 入会金は、一回限りとし、正会員及び賛助会員ともに８，０００円とする。た

だし、退会から２年以上経過した者の再入会は、入会金を要する。 

２ 正会員の会費は、年会費とし、この法人に入会する対象となる本社（店）、支社（店）

又は営業所等における従業員の人数に応じて次のとおりとする。なお、従業員には、

役員及び常用のパートタイム従業員を含むものとする。 

区分 従業員数 金  額 備  考 

Ａ ２人以下 １０，０００円  

Ｂ ３～５人 ２０，０００円  

Ｃ ６～９人 ３０，０００円  

Ｄ １０～１９人 ４０，０００円  

Ｅ ２０～２９人 ５０，０００円  

Ｆ ３０人以上 ６０，０００円  
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３ 正会員の会費は、２か年度同額とし、隔年度で２月に実施する会員名簿作成基礎資

料調査（以下「基礎調査」という。）により申告のあった従業員の人数により、隔年度

で更新し定めるものとする。ただし、基礎調査を実施しない年度において著しい変更

があった会員については、会費更新の申出を行うことにより更新することができる。 

４ 正会員の会費は、前項の規定により定めた会費を毎年度当初に請求するものとし、

正会員は、この請求に基づき請求のあった日から３か月以内に納入するものとする。 

５ 賛助会員の会費は、年会費一口当たり３０，０００円とし、一口以上とする。 

６ 賛助会員の会費は、前年度と同口数で年度当初に請求するものとし、賛助会員は、

この請求に基づき請求のあった日から３か月以内に納入するものとする。なお、口数

を変更する場合は、事前に申し出るものとする。 

７ 年度途中に入会したときの会費は、年会費に次表の割合を乗じて得た金額とする。

なお、千円未満の端数が生じたときは、これを切り上げるものとする。 

区分 入会期間 割 合 備 考 

正会員 

６か月以上 全額  

３か月以上６か月未満 ２分の１  

３か月未満 ４分の１  

賛助会員 

６か月以上 全額  

３か月以上６か月未満 ３分の２  

３か月未満 ３分の１  

（退会） 

第５条 退会しようとする者は、退会届（別記第２号様式）を提出しなければならない。 

２ 既に会費等を納入した者が年度途中で退会しても返納は、行わない。 

（除名） 

第６条 定款第１１条の規定により除名するときは、除名決議通知書（別記第３号様式）

を社員総会の１週間前に通知し、社員総会において除名の決議がされたときは、除名

決定通知書（別記第４号様式）により通知する。 

２ 既に会費等を納入した者が年度途中で除名となっても返納は、行わない。 

（会員証の返還） 

第７条 定款第９条の規定により会員の資格を喪失したときは、会員証を返還しなけれ

ばならない。 

（賛助会員の取扱い） 

第８条 賛助会員は、この法人の運営等にあたり次に掲げる事項を了承のうえ、入会し

この法人に協力するものとする。 

 (1）この法人の社員総会への出席は認められるが、議決権は有しない。 

 (2）この法人の役員（理事、監事）にはなれない。 

(3）この法人の活動に参加する場合は、原則、その場において他の会員に対して直接 

自身の営業活動を行ってはならない。ただし、事前にこの法人の三役会議の承認を 

得た場合は、承認の範囲内において行うことができるものとする。 

 (4）この法人の活動以外の時間及び場所において、他の会員に自身の営業活動を行う

場合は、この法人の活動趣旨に則して節度ある対応をしなければならない。 

 (5）この法人の事業に積極的に協力・参加し、支援に努めるものとする。 

２ この法人は、この法人の運営等にあたり定款及びその他の規則等に則して賛助会員

に対し正会員と同様に対処する。 
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（船橋労働基準協会への加入） 

第９条 この法人の正会員は、一般社団法人船橋労働基準協会（以下「船橋労基協」と

いう。）の正会員として団体加入するものとする。ただし、希望により別に加入する場

合は、この限りでない。 

２ 船橋労基協の会費は、次のとおりとし、団体加入する者は、この法人の会費の納入

時に合わせて納入するものとする。ただし、入会期間が２か月に満たない場合は、船

橋労基協の会費に限り免除とする。 

区分 従業員数 
金   額 

備 考 
団体加入の場合 一般加入の場合 

Ａ １０人以下 ３，６００円 ６，０００円  

Ｂ １１～３０人 ５，１００円 ８，５００円  

Ｃ ３１～５０人 ６，６００円 １１，０００円  

Ｄ ５１～１００人 ８，７００円 １４，５００円  

Ｅ １０１～２００人 １４，４００円 ２４，０００円  

Ｆ ２０１～３００人 ２１，６００円 ３６，０００円  

Ｇ ３０１人以上 ２８，８００円 ４８，０００円  

（委任） 

第１０条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、理事会において定める。 

附 則 

（施行期日） 

 この規程は、２０１９年４月１日から施行する。 


